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③人口・世帯数

   利根町は、茨城県最南端の利根川流域にあり、都心から
40km圏内に位置し、地形のほとんどが平坦で気候も温和で
過ごしやすい。
   また、豊かな水と肥沃な水田に恵まれ、良質な米を生産
して、農業の町として発展。昭和40年代後半から、相次ぐ住
宅開発による東京のベッドタウン化が進み、自然環境と調
和のとれた町づくりを推進している。
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総務課
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財政課
防災危機管理課
税務課
住民課
福祉課
子育て支援課
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製造品出荷額等
（R3.1.1～12.31）
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①主要施策実施状況
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防災事業

名　　称

公民館等

（百万円）

概　 算
事業費

＜主要施策等＞

か所

95.8上水道等普及率戸0

汚水処理普及率 ％95.4

2.3

37.6 ）

94.4

か所

1,298,120

[97.3](

0

94.5

[97.4]

体育館

※１は令和５年度
　 道路改良率・舗装率は令和３年度

コミュニティ・ス
クールサポート
事業

R３
～

・健全化判断基準

地域公共交通計
画策定事業5.6
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28

③主要指標（令和４年度）
R５
～

390

公債費

その他の経費 △ 49

11.0

46.03,198

投資的経費

実質収支

△ 7,772

278,808

1,298

2,339

単年度収支 68,243

歳　　　入

実質単年度収支

18.0

7,229

△ 0.5

（千円・％）

279,529

273,379

増減率
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（百万円・％）

△ 116 △ 9.2
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＜財政状況＞

①決算収支

区分

286,307

令和３年度決算

6,942,770

形式収支

歳　　入 7,030,257

歳　　出 6,750,728
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令和４年度決算

-
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-
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△ 5,429
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-

（千円・％）
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徴収率
[  ]は県平均値

④市町村税の状況（令和４年度）
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＜公共施設整備状況＞（令和４年度）
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扶助費

925普通建設事業費
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うち補助
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うち単独
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6.3
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[5,022]
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実質公債費比率
330

（R６）
学校跡地利活用
事業

[6.4]
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-

％-

実質赤字比率 (15.00 )

(20.00 )

％

連結実質赤字比率

％

②今後の主要課題・特色ある行政等

内　　　容

地域公共交通計画の策定に向け、交通弱者
の移動手段のあり方について調査分析など
を行う協議会を立ち上げ、持続可能な公共
交通体系の構築を図るものである。

防災に関するコンサルティングを行うアドバ
イザー事務の委託や、補助金の交付によ
り、自主防災組織の活性化を図り、災害対
応の向上を図るものである。

令和６年４月にコミュニティ・スクールを立ち
上げ、地域と学校とが密接に結びついた利
根町ならではの学校づくりを進めるものであ
る。

チャレンジショップや空き店舗バンク等の包
括的な創業支援のほか、若者会議「とねまち
未来ラボ」の活動により、地域や商店街の活
性化を図るものである。

令和７年度の供用開始に向け、旧文小学校
を健康増進施設や人が集まる複合施設とし
て、旧文間小学校を、総合教育センターとし
て設計・工事を進めるものである。

＜主要課題＞
　・人口減少対策
　・教育行政の見直し

＜特色のある行政＞
　・高齢者買い物支援事業
　・利根町みんなのまち基本条例
　・まちなか・商店街活性化事業
　・日本ウェルネススポーツ大学との連携
　・小・中学校児童生徒の給食費の無償化
　・妊娠・出産祝い品支給事業
　・英語教育の充実

※２　県平均のうち実質公債費率及び将来負担比率は加重平均、それ以外は単純平均

将来にわたる財政負担（D=A＋B-C) [23,061]

[8,018]

[16,430]

・普通会計に関する主な指標

[91.0]

財政力指数（令和５年度） [0.667]

[22.4]

( 25.0 )1.3

将来負担比率

330
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まちなか・商店
街活性化事業

百万円

経常収支比率 ％

積立金現在高（C)

0.378

90.1

※１　（　）は早期健全化基準、[  ]は県平均値

( 350.0 )

2,794

3,553

4,123

5,697
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標準財政規模（令和５年度）

債務負担行為支出予定額（B)

地方債現在高（A)

百万円

百万円

百万円

百万円


